
2019住民意識調査について（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 調査概要と回答状況（報告書案 Ｐ．１） 

対 象：市内在住の 16歳以上の市民 

期間・方法：令和元年１１月６日（水）～11月 30日（土） 

配付  郵送 

収集  郵送・Web回答 

最終配付数 回収数 回収率 

2,000通（うち返戻 6通） 586通 29.4% 

 

２ 定住意向について（報告書案 P.10） 

 人数 比率 

① これからも住みたい 290 49% 

② できれば他の市区町村に移りたい（移る計画がある） 95 16% 

③ 考えていない、どちらともいえない 185 32% 

④ 無回答 16 3% 

全体 586 100% 

（男女別） 

 
 

（年代別割合） 傾向：定住意向は高年齢層ほど高い。 

転出意向は 20代が最多、それ以上の世代で減少傾向。 

 
（住んでいたい理由上位６位）   （できれば他の市に移りたい理由上位７位） 
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■ 総合戦略における住民意識調査の活用について 

総合戦略の目標： 

日本の急速な少子高齢化の進展に的確に対応し、人口の減少に歯止めをかけるとと

もに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確

保して、将来にわたって活力ある日本社会を維持していく 

 

⇒市の将来に影響の大きい世代である 10～30 代の回答を重視する必要があるた

め、設問によっては、特に集計・分析する。 

 

⇒ 住民意識調査中、各施策の達成度を尋ねる設問（３ 阪南市の現状と今後の施策

について）は、これまでの施策の評価として施策の振り返りの大きな材料になるた

め、前回調査（2015年）からの推移を明示する。 
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2015→2019住民意識調査結果の比較と、2019調査における 10～30代回答者の傾向 

１ （全年代）2015→2019住民意識調査結果の施策の達成度・重要度指数の比較        × …2015  ● …2019  達成度の変動多い順５つ…       重要度の変動多い順５つ… 

中央値の比較 

 2015 2019 

達成度 1.39 1.46 

重要道 2.40 2.35 

 

Ⅰ Ⅳ 

Ⅱ Ⅲ 

回答者年齢割合の比較 

選択肢 2015 2019 

①10歳代 11.6% 13.1% 

②20歳代 10.5% 10.9% 

③30歳代 9.7% 10.6% 

④40歳代 12.7% 19.6% 

⑤50歳代 12.3% 11.3% 

⑥60歳代 23.5% 14.7% 

⑦70歳以上 19.0% 18.6% 

無回答 0.9% 1.2% 

全体 100.0% 100.0% 

 

■比較の概要 

【0】2015、2019ともに、達成度と重要度は正の強い相関（≒概ね比例）がある。 

【１】比較 

⑴中央値の比較：達成度は上昇、重要度は下降傾向にある。 

  ⇒施策への評価（達成度）は伸びているが、市への期待（重要度）は低下 

⑵達成度変動多い順５つ：⑫下水以外の４つは、景気を変動要因に持つ（参考：

有効求人倍率 2015：1.2倍、2019：約 1.6倍）。 

⑶重要度変動多い順５つ：⑰移動手段の重要度上昇傾向が顕著。⑰移動手段以

外の４つは、全体傾向同様、重要度下降。生涯学習分野の低下が目立つ。 

【2】エリア比較 

⑴エリアⅠ（達成度・重要度ともに高い）には、居住に関するインフラと児童・高齢

者福祉、教育が分類された。前回調査と同じ傾向にある。 

⑵エリアⅡ（達成度は高いが、重要度は低い）には、①健康、㉟人権が前回調査

から継続して分類、⑦生活支援、㉒漁業が新たに分類された。 

⑶エリアⅢ（達成度・重要度ともに低い）には、協働・産業・生涯学習分野が多く

分類された。前回調査と同じ傾向にある。 

⑷エリアⅣ（達成度は低いが、重要度は高い）には、⑧災害対策、⑰移動手段、㊸

市役所職員、㉖就労が分類された。前回調査と同じ傾向だが、⑰移動手段の

重要度上昇が顕著。 
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２ 10～30代の傾向 

（１） 定住場所を決めるときに重要視する項目（報告書案 P.16）      （２） 市に期待する取組（報告書案 P.18） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考） （10～30代）2019住民意識調査結果の施策の達成度・重要度指数 

 

 

（４） まとめ 

・災害対策について、（１）（2）に共通し、（参考）においてエリアⅣに位置している。 

…定住場所を決める際に重要であるにもかかわらず、達成度が低いと考えられている。 

施策及びアピールとしての広報手法等を見直し、災害対策の達成度を向上させることは、若年層人口増加への 

アプローチとなりうる。 

・治安について、（１）（2）に共通し、（参考）においてエリアⅠに位置している。 

…定住場所を決めるにあたり、治安を重視する若年層が多い。 

良好な治安をアピールすることが人口施策に良い影響を与える可能性が高い。 

 

・(１)では、「①公共交通の利便性」を重視する若年層が多いが、(２)「⑦コミュニティーバスなど…」と例示がある選択

肢については重要度が低い。このことから、導かれる仮説は次の２つ。 

Ａ 若年層の求める公共交通は、コミュニティーバスではない（電車である）。 

Ｂ 若年層は、本市の公共交通状況で満足している。 

 よって、コミュニティーバスの充実は、若年層人口増加への効果は薄いと考えられる。 

・(１)では、「③スーパー・商店などでの買い物」の利便性を重視する若年層が多いが、(２)「⑤地域産業の活性化」につ

いては重要度が低い。このことと、（参考）㉑農業・㉒漁業・㉕商業がエリアⅡ・Ⅲ（重要度が低い）に位置していること

を合わせると、地場産業の活性化はイベント形式ではなく、日常の買い物の利便性の向上と関連付けて実施するほう

が、若年層人口増加への効果が得られると推察される。 

・健康・福祉施策や子育て施策については、(1)では重視されなかったものの、(2)では取り組む必要があるという結果

になっている。（参考）においても、これら施策については概ねエリアⅠに位置しており、重要度・満足度ともに高いこと

が示されている。したがって、健康・福祉施策や子育て施策は本市の長所であり、移住・定住促進に有効な施策として

さらに取り組むことが期待されていると推察される。 
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